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① 新築等建物の使用に係る防火安全性と行政の関わり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建 築 行 政 
建築主事・指定確認検査機関 

建 物 所 有 者 
建築主 

消 防 署 

【新築・増築・大規模な修繕や模様替え】 

新築等計画 

建築工事開始 

消防用設備 

工事着工 

工事中 

審  査 

建築関係法令 

適合のチェック 

中間検査 
ＲＣ配筋等 

審  査 

防火に関する規定※ 

のチェック 

審  査 

中間検査 
隠ぺい部分の設備や防

火区画、火気廻り等 

【テナント変更（用途変更）、間仕切り変更、修繕・模様替え】 

審  査 

建築関係法令 

適合のチェック 

審  査 

防火に関する規定※ 

のチェック 工事等開始 

テナント変更等の計画 

消防用設備の設置完了 

建築工事完了 

使用開始 

使用検査 

※防火に関する規定・・・建築物の構造、防火区画、避難、内装、設備等、防火に関する内容

が規定されていれば、消防関係法令だけでなく、建築基準法令やそ

の他の法令でも幅広く対象となる。 

完了検査 
消防用設備の設置完了 

建築工事完了 

使用開始 

使用検査 

用途変更の用途・規模により確認

申請が発生（青網掛け部分） 

確認申請 

消防同意 

確認済証 

検査済証 

事前届出 

検 査 

申 請 届 出 

検査済証 検査結果通知 

確認申請 

消防同意 

確認済証 

届 出 

検査結果通知 

事前届出 
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② 竣工後の建物の防火安全性の維持管理（自主防火管理と防火査察） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建 築 行 政 
建築主事・指定確認検査機関 

建 物 所 有 者 
建築主 

消 防 署 

【 自 主 防 火 管 理 】 

特定建築物定期調査 
（建築物内外の構造・ 

防火区画・避難施設） 

防火設備定期検査 
（防火扉、防火シャッター等） 

建築設備定期検査 
（排煙設備、非常照明） 

昇降機等定期検査 
（ＥＶ、エスカレーター等） 

受付 
（不備内容があれ

ば改善計画の提出

を指導） 

報 告 

報 告 

報 告 

報 告 

◆１年毎 

◆１年毎 

◆１年毎 

◆用途により 

１年又は３年毎 建
築
基
準
法
根
拠 

防火管理者等を選任 

消防計画を作成 

 

◆選任届出 

◆選任対象:108,379棟※ 

消防用設備等点検 
（消火器、ＳＰ、屋内消火栓、自

動火災報知設備、誘導灯等） 

 

◆年２回実施 
（機器点検・総合点検） 

◆報告対象:334,222棟※ 

防火対象物点検 
（ソフト面、避難施設管理等） 

 

◆一定要件の建物の占有部分ごと 

◆報告対象:15,196棟※ 

受付・登録 

受付 
（不備内容があれば改

善計画の提出を指導） 

届 出 

報 告 

改善計画 

◆用途により 

１年又は３年毎 

報 告 

改善計画 

◆１年毎 

消

防

法

根

拠 

※平成 29年 12月末時点 

立入検査 

公表制度 

監察部門 

結果通知 

不備事項

の継続 

改 修 

違反処理 

（消防関係法令） 
 

警 告 

命 令 

告発等 

是正指導 不備事項 

建築法令違反の情報提供 

【 防 火 査 察 】 

全政令対象物 407,507 棟※ 
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③ 自主防火管理と防火管理制度の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 複数テナントが入る場合における防火管理制度 

すべての管理権原者 

↓ 協議して選任 

統括防火管理者（※） 

⇒全体についての消防計画作成 

防災 

センター 
ポンプ室 

テナント管理権原者Ｂ 

  ↓ 選任 

防火管理者ｂ 

⇒占有部の消防計画作成 

階 段 

Ｅ Ｖ 

管理権原者Ａ 

（建物所有者） 

↓ 選任 

防火管理者ａ 

⇒占有部の消防計画 

テナント管理権原者Ｃ 

  ↓ 選任 

防火管理者ｃ 

⇒占有部の消防計画作成 

テナント管理権原者Ｄ 

  ↓ 選任 

防火管理者ｄ 

⇒占有部の消防計画作成 

所有者の行う防火管理の範囲 

テナントの行う防火管理の範囲 

※建物所有者の選任する防火管理者が、

統括防火管理者となる例が多い。 

管理権原者ごとに防火管理者を定め、自主防火管理を実施する必要がある。 

＜管理権原者＞ 

 

一般的には所有者や借受人（事業

主）で、防火管理者を選任する等

の人事管理権や建物や設備を管

理できる権限がある者。管理権原

者は防火管理の最終責任者とな

る。 

（管理権原者の例） 

・建物の所有者 

・建物の賃借人 

・共同住宅では所有者及び各 

住戸の居住者など 

消

防

署 

防災 

センター等 

Ｂ社 

Ｃ社 

Ｄ社 共用部/ 

建物 

所有者Ａ 

立

入

検

査 

＜立入検査＞ 

数年に一度、消防機関が建物のあら

ゆる箇所に立ち入り、各専有部の防

火管理状況を確認し、結果を各管理

権原者に通知 

「自主防火管理」とは、火災の発生を防止し、かつ、万一火災が発生した場合でも、その被

害を最小限にとどめるため、必要な対策を立て、実行することで、すべての建物において建物

関係者が自主的・主体的に行うものとされている。 

その中でも特に多数の者が利用する建物については、消防法により防火管理者の選任と消

防計画の策定等を義務付け、防火管理の強化の徹底を図っている。 

 

指 

示 

指 

示 

指 
示 

指 

示 
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④ 防火管理者の資格概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

根拠 消防法第 8条 

種類 ・甲種 

・乙種（小規模な建物で防火管理者として選任される場合） 

資格取得方法 防火管理講習 

・講習時間 

  甲種：おおむね 10時間  乙種：おおむね 5時間 

 

受講資格要件 東京消防庁管轄区域の建物等で防火管理者、統括防火管理者として

選任される方    ※東京消防庁の実施する防火管理講習の場合 

講習内容 ・防火管理の意義及び制度に関すること 

・火気の使用又は取扱いに関する監督に関すること 

・消防用設備等の点検及び整備並びに避難又は防火上必要な構造及

び設備の維持管理に関すること 

・消火、通報及び避難の訓練その他防火管理上必要な訓練に関する

こと 

・防火管理上必要な教育に関すること。 

・消防計画の作成に関すること。 

備考 5年毎の再講習（大規模な建物のみ） 
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⑤ 防火査察と立入検査の概要（平成 29年中データ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 人数等 

査察専従員 359人 

査察を行う消防隊 1311隊 

立入検査の種類 実施者 実施件数 

立入検査 

（建物全体に対して行う立入検査） 

※部分的に行う立入検査は実施件数から除外している。 

査察専従員等 12,682 件 

消防隊 28,402 件 

小計 41,084 件 

繁華街査察 

（繁華街で一斉に避難施設を主として確認する立入検査） 

主に 

査察専従員等 
3,740対象 

災害出場後立入検査 

（災害出場後に避難施設に限定して行う立入検査） 
消防隊等 10,837 件 

確認検査 

（違反指摘した不備欠陥事項等の是正状況を確認する検査） 

主に 

査察専従員等 
4,439件 

会場管理立入検査 

（催し物等が行われる場合に行う立入検査） 

主に 

査察専従員等 
440件 

■立入検査実施体制 

査察専従員と消防隊を中心に実施 

■立入検査の種類 

違反是正のために、電話や出向などによる是正指導や確認

検査を行う。 

立 入 検 査 

結果通知書の交付 

警告（228件） 

命令（ 85件） 

告発（  0件） 

是正指導・確認査察 行
政
指
導 

法
的
措
置 

管理権原毎に通知書を交付するため、建物管理側だけでな

く、各事業所にも、それぞれの占有部についての結果通知

書を交付する。 

その他、許可の取消、認定の取消、承認の取消、代執行、略

式代執行、消防法令違反通告措置などがある。 

建物への標識の貼付、消防署の掲示版への掲示、消防のＨ

Ｐでの掲出 

■防火査察の概要 

 違 反 処 置 
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⑥ 良好な自主防火管理体制 評価例１ 
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⑦ 良好な自主防火管理体制 評価例２ 
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⑧ 防火安全技術者及び防火対象物点検資格者の概要 

 防火安全技術者 防火対象物点検資格者 

根拠 火災予防条例第 63 条の 2 消防法第 8条 2 の 2 

消防法施行規則第 4条の 2の 4 

種類 ・防火安全技術者 

（第一種防火安全技術講習修了者） 

・第二種防火安全技術講習修了者 

 

資格取得

方法 

防火安全技術講習 

（防火避難課程、火気電気課程、消防設備

課程） 

講習期間：各課程ごとに 1日 

受講料：各 11,500 円 

防火対象物点検資格者講習 

（修了考査あり） 

講習期間：4 日間 

受講料：38,000 円 

受講資格

要件 

誰でも受講可 

（消防設備業、建築設計業、建設工事業、

内装工事業、消防コンサルタント業、設備

工事業に従事する者を主対象とする。） 

・防火管理者 

・消防設備士 

・一級、二級建築士 

・建築基準適合判定資格者 

・特定建築物調査員等 

・消防職員、消防団員 

・特定行政庁（建築行政職）の職員 

等で、一定以上の実務経験者 

講習内容 【防火避難規定】 

・防火に関する規定及び防火基準 

・避難安全に係る火災安全工学の理論に関

する知識 

【火気電気課程】 

・火気使用設備等技術基準 

・出火防止に係る火災安全工学の理論に関

する知識 

【消防設備課程】 

・消防用設備等技術基準 

・防火安全性能に係る火災安全工学の理論

に関する知識 

・防火管理の意義及び制度 

・火気管理 

・施設及び設備の維持管理 

・防火管理に係る訓練及び教育 

・防火管理に係る消防計画 

・消防用設備等技術基準 

・防火対象物の点検要領 

業務内容 消防設備業、建築設計業、建築工事業等の

従事者で、防火安全に関する業務を行うも

のは、努めて防火安全技術講習を受講す

る。 

講習修了者は下記の業務を行う。 

・消防関係法令への適合状況の調査 

・防火安全についての助言 

・消防関係法令に規定する検査への立会 

防火対象物点検の必要資格 

備考 ５年毎に再講習を受講する必要がある。 ５年毎に再講習を受講する必要がある。 
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⑨ ＡＩ技術を活用したビッグデータの活用方法（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ステップ１ ステップ２ 

建物火災データを①飲食店、②住宅用途に

分けてＡＩ分析 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

政令対象物の①火災調査データ､②予防・査

察データ､③オープンデータを合わせてＡＩ

分析 

 

（仮称）ＡＩ予防システムの構築 

 

※政令対象物：長屋・住宅を除いた建物 
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⑩ ＩＣＴを活用した支援ツール（例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テレビ電話 

ブラウザ 
情報収集 

状況の伝送 

査察課 

機動査察係

速報・技術的支援 

消防署 

署長 報告 

指示 

報告・命令の判断 

写真 

クラウド 

リーフレット 写真 動画 執務資料 

共有ネットワークストレージ 

（情報セキュリティ上強固な外部のデータセンター） 

関係者指導 

文書作成 

出向現場 

火気設備の使用停止命令 

物件の除去命令 

危険物の除去命令 

違反処理事案への対応 

供述録取 

インターネット 

未把握テナントの営業実態 各種講習の空席状況 

即時是正 違反の特定 
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⑪ 民間の地図情報を活用した建物・テナント等の情報把握（案） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（活用案） 

民間の地図事業者の中には、現地調査等を基に、地図情報だけでなく、事業所の入居状況を

はじめとした多種類の建物情報を把握し、ＧＩＳ（地理情報システム）関連のコンテンツとし

て、それらの提供をおこなっている事業所もある。 

 それら民間の持つ建物（事業所）情報と、東京消防庁でシステム管理している建物情報等と

のマッチングを行う事で、未把握対象物を抽出してはどうか。 

 

・建物用途（住居・事業所・商業施設等） 
・緯度経度 
・面積 ・階数 
・事業所データ ・空家データ 

民間地図事業者 

 

名称 
所在地 
電話番号 
ｅｔｃ 

①建物、テナント等の有無を精査 

②未把握対象物の抽出 

  

  

東京消防庁 

マッチング作業 

①未把握建物・事業所に届出促進（郵送等） 

↓ 

②促進後も届出を行わない建物・事業所に立入検査等で指導 

活用 

【総合予防情報システム】 

・建物情報 

・事業所情報 

・危険物施設情報 
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